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見直し額

被災建築物応急危険度判定整備事業 ○ H11 15 1 ○ 879 0 0 879 ○ ○ ○ 0

建築住宅課所管負担金 ○ S27 62 4 ○ 612 0 0 612 ○ ○ 0

建築指導事業費・営繕 ○ S58 31 2 ○ 2,163 0 0 2,163 ○ ○ 0

多世帯同居のリフォーム支援事業 元気な県政 ○ H25 1 1 ○ 4,400 0 0 4,400 ○ 0

建築物の耐震化促進事業 元気な社会 ○ ○ H17 9 1 ○ 19,892 0 0 19,892 ○ ○ △ 1,869

がけ地近接等危険住宅移転事業 ○ S47 42 1 ○ 970 0 0 970 ○ ○ 0

住教育推進事業 元気な社会 ○ H24 2 1 ○ 406 0 0 406 ○ ○ ○ 0

空き家対策事業 元気な県政 ○ ○ H25 1 2 ○ 1,398 399 0 999 ○ △ 1,000

10 4 4 2 13 8 0 30,720 399 0 30,321 2 1 0 1 1 0 0 0 0 1 1 1 0 0 0 0 0 6 0 2 0 0 0 0 0 △ 2,869

同一
カルテ
内に
含ま
れる
事業
数

一般

平成２５年度事務事業評価結果(課・室)総括表

（単位：千円）建築住宅課

会計区分

課・室名

成果指標1結果分類活動指標1結果分類 活動指標2結果分類

平成
２５年度
予算額

 財源内訳

事            業           名
事業
開始
年度

経過
年数

事業区分 事務区分 成果指標2結果分類  評 価 に 基 づ く 今 後 の 対 応

福井新々元気宣言
における位置付け



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課 建築環境 Ｇ

1 □ □ H11 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ ‐ 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ ■ 15 年 □

２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度

1,250 1,125 1,125 1,125

1,250 1,125 1,125 1,125

1,250 1,125 1,125 1,125

176 276 191 199

1,092 1,152 1,127 1,089

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

　有事の際に応急危険度判定を効率良く行うため、１，０００名の判定士を確保し、相互支援体制
の整備および強化を図っていく。

見　直　し　額 千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他

終期の見直し
平成２５年度末時点での判定士登録者数は１，１４１名であり、目標の１，０００名を達成してい
る。

■ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

[事業の評価]

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 □ 縮　　減 □

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源 879

〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成25年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円） 879 平成２２年度に、１２５千円縮減。
平成２５年度に、２４６千円縮減。

・応急危険度判定士登録は有効期間５年間としている。
【判定士の派遣状況】
平成１６年新潟県中越地震 　　　１６名（県、公社、福井市）
平成１９年能登半島地震　　　　　１２名（県、福井市）
平成１９年新潟県中越沖地震　　２２名（県、福井市、敦賀市、越前市）

財源内訳

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標

Ⅱ

指標

の推移 成果 応急危険度判定士登録者数(年度末) 1,141 1.2%

Ⅰ

事業効果 指標

△ 8.0%

決 算 額 の 推 移 △ 3.3%

活動 応急危険度判定士登録者数（各年度） 302 10.1%

区　　　　　　分 ２５年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 879 △ 8.0%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 879

法定受託事務

[事業目的]

被災建築物応急危険度判定士がボランティアとして速やかに出動できる体制を整備し、地震により被害を受けた建築物の余震等による二次的災害を防止する。

［事業内容］

県と市町で、福井県被災建築物応急危険度判定協議会を組織し、以下の活動を実施
　・応急危険度判定士の育成
　・応急危険度判定制度の普及啓発、広報
　・有事の際に応急危険度判定を効率良く機能させるための連絡、相互支援体制の整備および強化

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言に
おける位置付け

県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 被災建築物応急危険度判定整備事業 含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫 実行予算

その他 そ の 他

平　成　２５　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 土木 部 建築住宅

－1－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課 住宅計画 Ｇ

4 □ □ S27 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ ‐ 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ ■ 62 年 □

２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度

1,285 1,065 1,035 1,032

1,165 1,035 1,035 1,032

1,165 1,035 1,035 1,032

15 15 15 14

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

結果分類

建築住宅課所管負担金

［事業内容］

指標

[事業目的]

全国規模の協議会等に加入し、全国の情報や動向を早期に入手して、本県の建築住宅事業を推進する。

以下の団体への負担金
　①全国建築審査会協議会
　②宅地建物取引業法主管者協議会
　③日本住宅協会
　④日本建築行政会議

[予算額および指標の推移等]

２５年度

△ 8.8%

事      業      名

法定受託事務

事務区分
事業終了
予定年度

経過年数

国　庫

県　単

□整理統合

〕　　　＝　　　〔

補 助 金

そ の 他

10 Ⅳ

□

拡　　充

継　　続

千　円

完　　了

特　記　事　項

廃　　止

□

終期の見直し

そ の 他

 〕　／　整備目標

見　直　し　額

事業開始後の見直し状況

□ 縮　　減

□
評価に基

づく今後

の 対 応

□ □

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

■ 休　　止

□

平　成　２５　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新々元気宣言に
おける位置付け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

一般会計

事　業
開　始
年　度

部

実行予算

目標値、指標の積算根拠等

（単位：千円）

会計区分 特別会計
企業会計

その他

土木 建築住宅

△ 15.2%

△ 13.0%

△ 3.8%

平均伸び率

612

612

の推移 成果

総会、研修会等回数

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

　各協議会が開催する会議や研修会で提供された情報や調査内容を、法律施行に関する事務や各施
策に反映している。

　県の負担の必要性、費用対効果、経費負担の在り方等について検証しながら、引き続き事業を実
施する。

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

含まれる事業数

財源内訳

[事業の評価]

予　算　額　（単位：千円）

平成25年度予算額

612

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

活動

事業効果

区　　　　　　分

612

・平成２５年度に公共住宅建設事業者等連絡協議会、住宅市街地整備推進協議
会を退会

指標

計 画 の 達 成 状 況

－２－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

室 営繕室

2 □ ■ S58 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ ‐ 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 31 年 □

２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度

2,802 2,559 2,523 2,449

2,802 2,559 2,523 2,115

2,244 2,111 2,079 1,978

141 96 133 101

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

　引き続き、営繕積算システムを活用し、適切に設計を行う。

見　直　し　額 千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他

終期の見直し
　営繕工事の積算業務を適正かつ円滑に行うことができる。

■ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

[事業の評価]

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 □ 縮　　減 □

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源 2,163

〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成25年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円） 2,163

財源内訳

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標

指標

の推移 成果

Ⅱ

事業効果 指標

△ 6.0%

決 算 額 の 推 移 △ 4.1%

活動 設計件数 123 1.1%

区　　　　　　分 ２５年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 2,323 △ 4.5%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 2,163

法定受託事務

[事業目的]

営繕工事の企画・調整および設計・管理に関する事務を効率化を図る。

［事業内容］

営繕積算システムの維持管理

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言に
おける位置付け

県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 建築指導事業費・営繕 含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫 実行予算

その他 そ の 他

平　成　２５　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 土木 部 建築住宅

－３－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課 住まいづくり Ｇ

1 □ □ H25 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ ‐ 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 1 年 □

２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

　平成２６年度は、市町とともに制度の広報、周知を一層強化し、福井県の住まい方の特徴である
多世帯同居を促進する。

見　直　し　額 千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他

終期の見直し
　平成２５年度の補助件数が、目標（５０件）に達しなかった。

■ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

[事業の評価]

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 □ 縮　　減 □

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源 4,400

区　　　　　　分 平成25年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円） 4,400

財源内訳

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標 〕　　　＝　　　〔

13

指標

事業効果 指標

決 算 額 の 推 移

活動

補助件数の推移 成果

区　　　　　　分 ２５年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 10,000

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 4,400

法定受託事務

[事業目的]

多世帯同居を始める者に対し、必要となる住宅リフォームの一部を補助することで、多世帯同居の推進を図る。

［事業内容］

多世帯同居に必要となる住宅リフォームに対する補助
　補助要件
　・持ち家であること　　・本社の所在地が県内にある建築業者等が施工する工事であること　　・補助の対象となる住宅部分について、本事業以外の県が実施する補助制度を活用しないこと
　補助対象工事
　・間取り変更(増築を含む)に関する工事　・バリアフリー改修工事　　・トイレやキッチン等の設備の増設
　補助率
　・市町事業費の１／２を補助する（上限２００千円）

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言に
おける位置付け

元気な県政 県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 多世帯同居のリフォーム支援事業 含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫 実行予算

「希望ふくい」のふるさとづくり その他 そ の 他

平　成　２５　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 土木 部 建築住宅

－４－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課 住まいづくり Ｇ

1 □ ■ H17 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ － 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 9 年 □

２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度

41,700 42,761 41,912 43,208

30,132 30,258 34,712 35,408

27,544 20,497 30,035 23,338

77 52 86 59

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

　平成２６年度は、補強プランを作成済みの方に耐震改修を呼び掛けるなど、木造住宅の耐震性向
上を図る。
　なお、これまでの補助の実績を踏まえ、補助戸数を縮減する。 見　直　し　額 △1,869 千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他

終期の見直し
　平成２５年度の耐震改修補助件数が目標（１２０戸）に達しなかった。

□ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

[事業の評価]

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 ■ 縮　　減 □

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源 19,892

〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成25年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円） 19,892 平成２３年度から、耐震改修基準を見直し
平成２５年度から、部分耐震改修も補助対象に。
また、全体改修の補助拡充。（６００千円→１，１００千円）

財源内訳

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標

Ⅲ

指標

の推移 成果 耐震化戸数 53 △ 2.2% 申込戸数

事業効果 指標

△ 6.7%

決 算 額 の 推 移 △ 0.4%

活動

区　　　　　　分 ２５年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 21,752 △ 11.5%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 19,892

法定受託事務

[事業目的]

木造住宅の耐震診断・耐震改修を促進し、県民の生命の安全を確保する。

［事業内容］

耐震診断・補強プラン作成　（対象　昭和５６年５月３１日以前に着工された一戸建て木造住宅）
　・補助額　６０千円／戸（伝統的民家　２００千円／戸）
　・補助率　県　３／１０（国　４．５／１０　市町　１．５／１０　所有者　１／１０）
耐震改修　（対象　耐震診断で耐震性が不足していると判定された住宅）
　・補助額　全体改修　対象工事費の２３％＋３００千円（限度額１，１００千円）　・補助率　県　１／４（国　１／２　市町　１／４）
　　　　　　部分改修　対象工事費の２３％　　　　　　（限度額　　３００千円）
耐震診断士登録制度講習会などを実施し、耐震診断士の養成を図る。

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言に
おける位置付け

元気な社会 県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 建築物の耐震化促進事業 含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫 実行予算

日本一の安全・安心(治安向上から治安実感へ) その他 そ の 他

平　成　２５　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 土木 部 建築住宅

－５－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課 建築環境 Ｇ

1 □ □ S47 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ ‐ 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 42 年 □

２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度

0 1,210 1,210 1,210

390 195 0 0

390 195 0 0

2 1 0 0

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

　今後もがけ地崩壊等による自然災害のおそれの高い土地からの住宅の移転を促進し、県民の生命
の安全を確保する。

見　直　し　額 千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他

終期の見直し
　本補助制度により、危険住宅の除却等を希望する方への支援が可能となっている。

■ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

[事業の評価]

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 □ 縮　　減 □

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源 970

〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成25年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円） 970

財源内訳

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標

Ⅳ

指標

の推移 成果 補助件数 2 △ 37.5%

事業効果 指標

△ 37.5%

決 算 額 の 推 移 △ 50.0%

活動

区　　　　　　分 ２５年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 1,165 △ 0.9%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 970

法定受託事務

[事業目的]

がけ地崩壊等による自然災害のおそれの高い土地からの住宅の移転を促進し、県民の生命の安全を確保する。

［事業内容］

危険住宅の除却等に対する補助
　・補助対象限度額　　７８０千円
　・補助率　　　　　　県１／４（国１／２、市町１／４）

危険住宅に代わる住宅の建設または購入に対する補助（金融機関等からの借り入れに伴う利子相当額の一部を補助）
　・補助対象限度額　　年利率限度８．５％、限度額　４，０６０千円
　・補助率　　　　　　県１／４（国１／２、市町１／４）

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言に
おける位置付け

県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 がけ地近接等危険住宅移転事業 含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫 実行予算

その他 そ の 他

平　成　２５　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 土木 部 建築住宅

－６－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課 住宅計画 Ｇ

1 □ ■ H24 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ H26 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 2 年 □

２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度

1,000

1,000

755

4 8

4 8

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

　今後も県内各地でモデル地区を選定し、ワークショップを実施するなど、地域活動による住教育
を推進する。

見　直　し　額 千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他

終期の見直し
　平成２５年度は県内８地区（小浜市、大野市、勝山市、鯖江市、坂井市、永平寺町、高浜町、お
おい町）をモデル地区としてワークショップを実施した。
　また、小学校４校で本物体験講座を開催した。 ■ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

[事業の評価]

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 □ 縮　　減 □

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源 406

〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成25年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円） 406

財源内訳

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標

指標

の推移 成果 住環境に対する評価（満足度） 平成２５年度住生活総合調査

Ⅰ

事業効果 指標 住教育実践モデル地区（累計） 12 75.0% Ⅰ

△ 59.4%

決 算 額 の 推 移 0.0%

活動 住教育実践モデル地区（各年度） 8 50.0%

区　　　　　　分 ２５年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 406 △ 59.4%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 406

法定受託事務

[事業目的]

福井らしい「住まい」、「まち並み」、「住まい方」を住民と共に学び、次世代に継承する。

［事業内容］

モデル地区でのワークショップ等の実施
　・学識者の助言のもと、地域の特徴を活かしたこれからの「住まい方」を住民自ら考える。

本物体験講座の実施
　・宮大工によるカンナ掛けの実践と住文化の専門家による講習会を開催する。

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言に
おける位置付け

元気な社会 県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 住教育推進事業 含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫 実行予算

豊かな環境、もっと豊かに その他 そ の 他

平　成　２５　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 土木 部 建築住宅

－７－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課 住まいづくり Ｇ

2 ■ ■ H25 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 □ ■ ‐ 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 1 年 □

２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

　住宅診断制度の利用を促進し、空き家の利活用を図るとともに、空き家対策協議会を通じて、空
き家対策の指針を取りまとめる。
　なお、Ｕ・Ｉターン者空き家リフォーム補助については休止し、制度見直しを行っていく。 見　直　し　額 △1,000 千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他

終期の見直し
　住宅診断への補助、Ｕ・Ｉターン者空き家リフォームへの補助ともに、目標に達しなかった。

□ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

[事業の評価]

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 ■ 縮　　減 □

国　　　　　庫 399

その他特定財源

一　般　財　源 999

〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成25年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円） 1,398

財源内訳

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標

指標 Ｕ・Ｉターン空き家者リフォーム補助件数 1

の推移 成果 住宅診断補助件数 1

事業効果 指標

決 算 額 の 推 移

活動 福井県版住宅診断士登録数 40

区　　　　　　分 ２５年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 1,847

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 1,398

法定受託事務

[事業目的]

近年増加傾向にある空き家について、空き家の利活用、適正管理、老朽化した空き家の除却などの推進を図る。

［事業内容］

福井県空き家対策協議会の開催（市町および関係団体と、空き家対策について協議）
福井県住宅診断制度診断料の補助
　・対象者　住宅診断を実施し、結果を｢福井空き家情報バンク｣で公開するもの
　・補助率　診断料の２／３　（国１／２　県１／２）（県の補助額３５千円)
Ｕ・Ｉターン者による空き家の活用（Ｕ・Ｉターン者空き家リフォーム補助）
　・対象者　Ｕ・Ｉターンを行うもので、空き家情報バンクで中古住宅を購入し、住宅の質を向上させるリフォームを行うもの
　・補助率　市町補助の１／２　補助限度１００千円

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言に
おける位置付け

元気な県政 県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 空き家対策事業 含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫 実行予算

「希望ふくい」のふるさとづくり その他 そ の 他

平　成　２５　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 土木 部 建築住宅

－８－


